





































































































































































































No. 校　　　名 学　　科　　名 所　在　地 適＊ 達＊
1 北翔大学短期大学部 人間総合学科 北海道江別市 2002 2007
2 聖和学園短期大学 キャリア開発総合学科 宮城県仙台市 2004 2008
3 東北文教大学短期大学部 総合文化学科 山形県山形市 2004 2008
4 宇都宮文星短期大学 地域総合文化学科 栃木県宇都宮市 2003 2007
5 佐野短期大学 総合キャリア教育学科 栃木県佐野市 2009 未
6 新島学園短期大学 キャリアデザイン学科 群馬県高崎市 2003 2007
7 聖徳大学短期大学部 総合文化学科 千葉県松戸市 2003 2007
8 東京経営短期大学 経営総合学科 千葉県市川市 2004 2008
9 新潟青陵大学短期大学部 人間総合学科 新潟県新潟市 2003 2007
10 金沢学院短期大学 ライフデザイン総合学科 石川県金沢市 2008 未
11 北陸学院大学短期大学部 コミュニティ文化学科 石川県金沢市 2004 2008
12 敦賀短期大学 地域総合科学科 福井県敦賀市 2005 2009
13 上田女子短期大学 総合文化学科 長野県上田市 2003 2007
14 愛知学泉短期大学 生活デザイン総合学科 愛知県岡崎市 2003 2007
15 愛知大学短期大学部 ライフデザイン総合学科 愛知県豊橋市 2004 2009
16 豊橋創造大学短期大学部 キャリアプランニング科 愛知県豊橋市 2004 2008
17 名古屋学芸大学短期大学部 現代総合学科 愛知県日進市 2006 2010
18 名古屋経済大学短期大学部 キャリアデザイン学科 愛知県犬山市 2004 2008
19 京都光華女子大学短期大学部 ライフデザイン学科 京都府京都市 2005 2009
20 大阪夕陽丘学園短期大学 キャリア創造学科 大阪府大阪市 2008 未
21 四條畷学園短期大学 ライフデザイン総合学科 大阪府大東市 2003 2007
22 大手前短期大学 ライフデザイン総合学科 兵庫県伊丹市 2003 2007
23 広島文化学園短期大学 コミュニティ生活学科 広島県広島市 2002 2007






26 佐賀女子短期大学 キャリアデザイン学科 佐賀県佐賀市 2007 2011




































学　　　科 入学定員 入学者 収容定員 在籍者 専任教員 非常勤講師
キ ャ リ ア 開 発 総 合 学 科 130 155 260 324 13 64
保 育 福 祉 学 科 保 育 専 攻 80 94 160 187
13 34
保育福祉学科介護福祉専攻 40 22 80 47
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茶道やヴォーカルトレーニングといった芸術・造形講座、さらにミュージックから ITに至るま
で豊富なメニューが用意され、一科目から履修可能であるという。これは、科目等履修生として
の社会人の学びのニーズをも見越した措置であろう。前述の八つの「系」およびそれぞれの系に
配された「ユニット」の一覧は［表３］の通りである。
2011年３月11日に発生した東日本大震災は、同校にも多大な被害をもたらした。同校の震災
関連情報によれば、全学生の安否確認が完了したのは３月23日、４月末まで休講となっている。
観光・ホスピタリティ系の学生が実習で慣れ親しんだ杜の都も大きな痛手を受ける中、製菓系の
学生を中心とする有志は、小学校の避難所や特別養護老人ホームにパンやお菓子の差し入れを
行っている。キャリア開発総合学科は「地域との活発な交流で社会性を育む」と謳っているが、
同校の学生は同年も「SENDAI光のページェント」などに参加し、製菓系の学生による「ずんだ
お汁粉」などの温かなスイーツがふるまわれた。同校の所在地は仙台市泉区であるが、キャリア
開発総合学科の学生有志で組織され「東北復興祈願大X'mas祭」などに参加してきたYOSAKOI 
チーム「和敬」は、同区事業の「いずみ絆プロジェクト」と連携し、地域の様々な施設や催しに
出張するなど活躍しているという（11）。
４．地域総合科学科の課題と展望
以上、地域総合科学科の基本概要と展開事例を確認してきた。以下、それらの内容と前述の
先行研究「学生の多様なニーズに対応した短期大学のコミュニティ・カレッジ機能充実に関する
調査研究」報告書などに示された知見を踏まえ、地域総合科学科の課題について考察する。
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［表３］聖和学園短期大学キャリア開発総合学科の系・ユニットの一覧
【製菓系】
○［製菓衛生師］UNIT（56単位）
○［製菓実務］UNIT（９単位）
【観光・ホスピタリティ系】
○［観光ビジネス実務士］UNIT（38単位）
○［ホテル・ブライダル］UNIT（14単位）
【スポーツ系】
○［健康運動実践指導者］UNIT（24単位）
○［エアロビックダンスインストラクター］UNIT（24単位）
○［レクリエーションインストラクター］UNIT（５単位）
【医療事務系】 ○［メディカルクラーク］UNIT（31単位）
【司書・文学・日本語系】
○［司書］UNIT（25単位）
○［日本語基礎］UNIT（８単位）
○［日本語応用］UNIT（６単位）
○［文学基礎］UNIT（６単位）
○［文学探求］UNIT（８単位）
【ビジネス情報系】
○［ビジネス実務士］UNIT（20単位）
○［上級情報処理士］UNIT（44単位）
【ファッション系】
○［ファッションビジネス］UNIT（12単位）
○［ビューティファッション］UNIT（４単位）
○［ファッションショー］UNIT（10単位）
【フード系】 ○［フードコーディネート］UNIT（15単位）
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前述の報告書は、各短期大学地域総合科学科の取り組みについて、設置の趣旨・目的、教育
課程、教養教育の取り組み、履修方法、履修指導体制、学生確保の状況、就職状況、地域ニー
ズの把握方法と把握された内容、教育内容の見直し体制、社会人の受け入れに資する取り組み、
FD、PRの方法、運営上の問題等に関するアンケート調査およびヒアリングの実施という手法を
用いて分析を行い、その上で、地域総合科学科の「改善への提案」として、①多様な公開講座の
企画、②インターンシップ制度の拡充、③出欠と単位認定の厳格化、④学力不足の学生への対応、
⑤教育プログラムの設置や改廃に関する柔軟な対応、⑥学校施設の開放、などからなる「提言」
をなしている。
上記六つの提言を、本稿の関心に即して読み解くと、①については、地域住民・地域の社会
人のニーズをより的確に捉え、「地域社会の学習意欲」を吸収するためのより積極的なサービス
が求められること、②については、地域教育機関として地域経済とのより密接な連携強化を模索
する必要があること、③については、青年・成人を受け入れる高等継続教育機関として求められ
る品質の担保、④については、③とも密接に関わる生涯学習機関としての基礎的教育ニーズへの
対応、⑤については、①とも密接に関わる多様なチャネルの開発、⑥については、②とも密接に
関わる地域における存在感・信頼感醸成のための努力、といった課題が見えてくる。
さらに同報告書は、地域総合科学科が「積極的導入を検討」すべきこととして、⑦地域総合
科学科間の単位認定、⑧学外者の声を反映させるシステム、⑨教育プログラムの学外へのセール
ス、⑩卒業生との継続的な関わり、⑪学生実習の地域社会への開放、⑫開講時間の弾力化、⑬
（キャリアを示す）証明書、などの事項を挙げている。これらの中には、同報告書の今一つの柱
である海外調査の成果を踏まえた先行事例導入の提言が含まれており、⑫のように、現在一部導
入を見たものもあれば（文部科学省「履修証明プログラム（12）」）、⑨のように、同報告書の対象
国ではない韓国の専門大学の事例を思わせるような未来図もある（13）。
このような提言や提案がなされた背景には、同報告書が主眼とする国内調査の結果、すなわ
ち、地域総合科学科の「現状」がある。同報告書の「まとめ」によれば、地域総合科学科は「学
生が学びたいものを大学側がフレキシブルに提供」するという特色を活かし、「18歳入学生の学
生募集」という課題には一定の成果を挙げている。それは、各校が「18歳入学生のニーズを中心
に把握しようとかなり努力」した結果であり、それ自体は貴重なことであろう。しかし一方で、
地域総合科学科として肝心要の「地域」のニーズ、社会人ニーズの把握などについては、「ほと
んど成功していないことが明らかになった」と率直に認めている。
同報告書はその要因として、①「社会人が短期大学で学ぶ」という文化・風土が、日本には
定着していないこと、②社会人の学習意欲を吸収できる場が、すでに他に多く存在していること
（職業技術訓練校、専修学校、カルチャーセンター、公民館、放送大学など）、以上二点を挙げ、
「今後の課題」としている。これらの調査結果を、より本稿の関心に即して吟味すれば、「地域ニー
ズの把握方法」については各校とも「高等学校および高校生を対象とした調査、在学生・卒業生
および保護者を対象とした調査、公開講座参加者を対象とした調査、企業・自治体を対象とした
調査、その他の方法などによって地域ニーズの把握に努めている」が、「地域特性をふまえたよ
うな必要課題の把握までには至って」おらず、「把握されているニーズの対象としては、高校生
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および在学生が短期大学で学習したいこと（要求課題）に重点が置かれている」ということにな
る。［表１］に示される通り、地域総合科学科の多くが「ライフ」「デザイン」「キャリア」「プラ
ンニング」といった文言を掲げる所以であり、少なくとも現在の地域総合科学科が、「若年中堅
層のキャリア支援教育」に重点化されて展開されている現状を映し出している。
同報告書は「地域ニーズが教育課程に反映されない場合の要因」として、①社会人の（顕在的）
学習ニーズが弱い、②社会人対象では採算性が低く実施計画が立てにくい、③単一の短期大学で
はニーズの把握も含め地域ニーズへの対応が難しい、④（本来不可欠である）自治体との連携が
弱い、以上四点を挙げた上で、「こうした視点から、地域ニーズの体系的な把握、学習の需給状
況の分析、その中での短期大学（コミュニティ・カレッジ）の役割の明確化が必要であるが、現
時点では地域ニーズの把握は十分とは言えない」と結論づけている。
むすびにかえて
さらに大局的な観点から、地域総合科学科の現状について振り返れば、より構造的な課題が
浮かび上がってくる。ここでは、全体に関わる問題点として以下二点を指摘し、本稿の締め括り
とする。
一つは、設置意欲の脆弱さである。［表１］を一見しても明らかな通り、その設置校は未だ数
える程度である。とりわけ首都圏には僅か２校、東京には未だ１校も設置されていない。それは
何故か。一番の理由として挙げられるのは、学内における合意形成の困難さである。短期大学基
準協会は地域総合科学科の制度化当初、「教員を削減し、その人件費で新しい専門分野の教員を
非常勤で採用するなど、柔軟な人員配置が可能」との「メリット」を説明したとされ、当該記事
を掲載した専門誌は、「幅広い分野を学ぶシステムの下で履修指導をするためには、教員が専門
以外の分野についても理解を深める必要がある。場合によっては、新しい分野を学び直し授業を
担当する状況にも迫られる。こうした“試練”に耐える覚悟が教員になければ、地域総合科学科
を作れないというのが、関係者の一致した意見」であると紹介していた（14）。実際、［表２］の事
例にも明らかな通り、地域総合科学科の魅力である「それぞれのニーズに沿った」「多岐に亘る
開講科目」を用意するためには、同規模の定員を擁する設置学科に比して倍の非常勤講師の頭数
を必要とするのである。また、「学生が集まらないという現実」への対応策として、このような
付け焼き刃的な「改革」で科目という「看板」の数だけ揃えたところで、そこに「大学」の名に
値する教育の「質」がどれだけ担保できるのか、疑問は拭えない。
今一つは、政策誘導の脆弱さである。上記のような多少の「疑念」を招く部分はあるにせよ、
地域総合科学科に取り組む短期大学関係者の真摯な努力と苦労は察するに余りある。しかし、こ
れまで概観してきた通り「地域総合科学科」とは、端的にいえば短期大学基準協会という一団体
の事業であり、文部科学省はあくまでその「後援者」に過ぎないのである。前述の通り短期大学
基準協会は、地域総合科学科の達成度評価の実施後、制度化された大学機関別認証評価にその評
価を委ね、質の保証を担保するとしているが、それは、地域総合科学科を設置しようとする短期
大学にとって、機関別認証の評価機関が短期大学基準協会であることを事実上前提とするもので
ある。ところが周知の通り、短期大学の認証評価機関は他にも複数、有力な団体が存在し、とり
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わけ四年制大学に併設されている短期大学であれば、大抵そちらの機関の認証評価を同時に受け
るのが常である。無論、複数機関の評価を受けることは可能であり、実際にその事例もあるが、
多くの経費と事務負担が伴う大学評価を「余分」に受けてまで地域総合科学科を設置するのか、
ほとんど利点が見出せないというのが偽らざる現状であろう（15）。
「コミュニティ・カレッジはアメリカ社会の歴史的産物である。コミュニティ・カレッジを、
その歴史的・社会的背景からきりはなして取上げ、わが国のポスト・セカンダリー段階の教育や
成人教育に擬することは無意味にちかい。しかし、わが国の大学改革を討究するうえで当然なが
らポスト・セカンダリー段階における二年制程度の教育機関が問題となるが、そのさいコミュニ
ティ・カレッジが参考になるに相違ない。（16）」宮原誠一の言葉である。宮原はこうも述べている。
「われわれはわれわれの現実に立って、われわれの寸法でポスト・セカンダリー段階の教育機関
を考える。コミュニティ・カレッジまがいの名前をつけて、中途半端で、いいかげんなものをつ
くる愚をおかすようなことがあってはならない。」
コミュニティ・カレッジとは「パブリック・ジュニア・カレッジ」であり、アメリカの伝統
的「大学」である「プライベート・シニア・カレッジ」とは対照的な存在である。阿部美哉は、
これを「教育機会へのユニバーサル・アクセスの達成というアメリカ民主主義のパブリック・ポ
リシーの一つの到達点として理解することが重要」との見解を示している（17）。我々は、我々の
歴史と現実に立脚した、我々のパブリック・ポリシーを示すポスト・セカンダリーの教育機関を
模索しなければならないのではあるまいか。
 
注
（１） これらのテーマに関する過去のレビューについては、木田竜太郎（2012a）「高等継続教育の日本的
展開に関する一考察―私立短期大学の消長・変遷過程を中心に」『早稲田教育評論第26巻第１号』早
稲田大学教育総合研究所、同（2012b）「高等継続教育の日本的展開に関する一考察―国立短期大学
の消長・変遷過程を中心に」『早稲田大学大学院教育学研究科紀要別冊第19巻第２号』早稲田大学大
学院教育学研究科、などを参照。
（２） 舘昭編（2002）『短大からコミュニティ・カレッジへ―飛躍する世界の短期高等教育と日本の課題』
東信堂、pp.253-256。
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117
早稲田教育評論　第 27 巻第１号
（８） 短期大学基準協会Web「地域総合科学科とは」（最終閲覧2012/02/28）。
[http://www.jaca.or.jp/authorize/index.html]
（９） ベネッセ教育研究開発センターWeb「特集 チャレンジする短大」『Between（2004年５月号）』（最終
閲覧2012/02/28）。
[http://benesse.jp/berd/center/open/dai/between/2004/05/05main.html]
（10） 聖和学園短期大学Web（最終閲覧2012/02/28）。
[http://www.seiwa.ac.jp/college/schoolinfo/data.html]
（11） 学校法人聖和学園Web「東日本大震災関連情報」（最終閲覧2012/02/28）。
[http://www.seiwa.ac.jp/college/shinsai/college/]
（12） 文部科学省Web「地域総合科学科とは」（最終閲覧2012/02/28）。
[http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/tandai/1314045.htm]
（13） 木田竜太郎（2011b）「短期高等教育の国際比較に関する一考察―日・韓・豪の事例を中心に」『早稲
田大学大学院教育学研究科紀要別冊第19巻第１号』早稲田大学大学院教育学研究科、などを参照。
（14） 前掲、ベネッセ教育研究開発センタ 『ーBetween（2004年５月号）』。
（15） 政府・文部省は短期大学を、一貫して「技術教育」の枠内で捉えていた。それは、短期大学が大学
の「一種」との建前で制度化されたにもかかわらず、その所掌が一貫して大学学術局「大学課」で
はなく「技術教育課」であったことからも明らかである。文部省年報は当初、短期大学について個
別の節を設け、技術教育と制度的改善の二点を柱とした報告を掲載してきたが（第80 ～ 88年報）、
専科大学法案の挫折と高等専門学校の発足以降、同年報における「短期大学」の扱いは、その字面
を探すことすら難しくなるほど小さなものとなってゆく。文部省は、技術教育に関わる課題を高等
専門学校制度の新設という形で処理し、他方、短期大学恒久化を実現することによって、その制度
的改善という課題を決着させた。やや皮肉な見方をすれば以後の短期大学は、国策上の役割期待の
ほぼ枠外においてある種の「自由市場」の渦中に一早く放り込まれ、その「自主性」が試されるこ
ととなったわけである。木田（2012b）前掲論文、などを参照。
（16） 宮原誠一（1977）「コミュニティ・カレッジとは何か」『世界（1977年12月号）』岩波書店、pp.61-
77。
（17） 阿部美哉（1991）『生涯学習時代の短期高等教育』玉川大学出版部、pp.102。
118
